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３ 拠点間連携共同研究 

 

            

東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 拠点間連携共同研究 

研究代表者 松島信一 

                          （京都大学防災研究所） 

                        研究代表者 加藤尚之 

                         （東京大学地震研究所） 

 

これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標

とし，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきた。しかし，平成 23 年

（2011 年）東北地方太平洋沖地震の発生により多くの犠牲者が出たことを踏まえ，地震

や火山噴火の科学的な予測が極めて困難であっても，現在の地震学や火山学には災害軽

減に役立てられる多くの知見が集積されていることから，平成 26 年度から開始された

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」（建議）において大きく方針を変

更し，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（建議）及び「災

害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）」（建議）でもその方針が継

続された。即ち，地震や火山噴火の発生予測の実現を重点とした方針から，それらの予測

を目指す研究を継続しつつも，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研究に重点を

置いて組織的・体系的に進める方針に転換した。そのため，地震学や火山学を中核とする

ものの，災害予測や防災を目的とした研究に注力するために関連する理学，工学，人文・

社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推進することになった。 

平成 25 年までの建議に基づく観測研究計画では，自然現象である地震発生や火山噴火

現象の理解に基づきそれらの科学的な予測を目指すという考え方から，「地震・火山科学

の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所が中核となって計画を推進して

きた。しかし，災害予測や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するためには，東

京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である京

都大学防災研究所とが連携して，計画を進めることが有効であるとの結論に至り，両研

究所が協働し，それぞれの分野の共同利用・共同研究拠点として，連携して共同研究を進

めることとなった。具体的には，両拠点の研究者が中核となって建議に沿った大テーマ

を決め，それを実現するための研究について全国の研究者からの研究提案を公募して全

国規模の共同研究を進める「重点推進研究」と両拠点がそれぞれ関連の深い地震火山研

究コミュニティと自然災害研究コミュニティの２つの学術コミュニティに呼びかけ建議

の主旨を踏まえた研究を公募する「一般課題型研究」を実施している。 

 

１．重点推進研究 

重点推進研究のうち総括研究は「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイ

ム構築の推進」と題し，この内容に即した６つのグループが研究課題を提案し，９つのグ

ループ全体で実施した。一方，特定研究（その１）～特定研究（その３）では，総括研究

のうち深掘りが必要と考えられる研究課題について募集し，研究を実施した。 
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（１）総括研究 

総括研究は「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進」と題

し，2023 年度に引き続き，(１)震源過程，(２)伝播・深部地盤構造，(３)強震動予測，

(４)浅部地盤構造，(５)構造物被害予測，(６)リスク評価の研究グループに分かれ，それ

ぞれの分野におけるリスク評価の不確かさの要因についての検討を進めるとともに，こ

れらの知見を統合するための(７)プラットフォーム構築グループ，(８)ステークホルダ

の参画に関する研究グループおよび(９)大規模計算のためのコンピュータサイエンスグ

ループの９グループで実施した（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC01]，Kai et al., 

2024，木佐貫, 他, 2024，中田, 他, 2024，王, 他, 2024，Yanxue et al., 2024a，Yanxue 

et al., 2024b，Zelin et al., 2024）。 

震源過程について，プレート境界面における反射係数の違いから摩擦強度の分布を推

定し，将来発生する南海トラフ地震の地震像に迫るために，四国西部において反射波の

抽出作業を行った。津波予測に関しては，2022 年トンガ火山噴火による気象津波の具体

的な増幅要因を明らかにするため，噴火に伴って発生した大気重力波をモデル化し，奄

美大島を含む南西諸島に着目した気象津波の計算を行った。その結果，噴火時に放出さ

れた大気重力波を想定した 0.5hPa 程度の微気圧波で 1m 程度の振幅を再現した。深部地

盤・伝播経路については，昭和南海地震震源域西端にあたる豊後水道沖合周辺で実施し

た地殻構造調査の解析を進めた。地震断層にあたるプレート境界面の物性を高解像度で

把握するため，地震波反射法構造調査に対する全波形インバージョンの適用に取り組ん

でいる。浅部地盤構造に関しては，液状化の可能性のある緩傾斜地盤を対象に，２次元の

有効応力解析を実施した。不確実性として，代表的な地盤物性値である相対密度の空間

的な変動を考慮した。液状化に起因する地盤の側方流動量は，地盤物性の空間変動を考

慮することで大きくなる傾向にあり，特に緩斜面の中央部でその傾向が顕著であること

が明らかとなった。構造物被害予測については，等価線形化法における等価減衰定数お

よび応答低減係数の算定に対する降伏後剛性の影響を解析的に検討した。等価線形化法

を用いた被災度判定における解析精度の向上を目的として，高強度鉄筋を主筋に用いた

鉄筋コンクリート造梁部材の降伏点変形評価法の精度向上に関する研究を行った。鉄筋

コンクリート造建物の被害関数として汎用性の高い被害関数の構築手法として地震動強

さを建物の固有周期帯での速度応答値とすること，建物固有周期 と建物耐力を分布に沿

ってばらつかせた建物群に対する地震応答解析によって被害を推定する手法を提案した。

様々な PE 管の敷設割合（PE 管率）の１次元配管系の数値モデルを構築し，PE 管率とね

じ継手鋼管の破断状況の関係性を評価した。リスク評価高度化に関しては，札幌市にお

いて 1976 年，1985 年，2008 年，2020 年の航空写真から作成した点群データを用い 3D 都

市モデルを作成した。また，作成したポリゴン情報と「PLATEAU」によるポリゴンデータ

とを比較することで，モデルの精度を向上させるための補正式を開発した。加えて，過去

から現在までの 3D 都市モデルの建物ボリュームの変化量を用い，街区ごとに将来の建物

ボリュームを予測する手法の構築を試みた。プラットフォーム構築に関しては，南海ト

ラフ沿いで発生する巨大地震について，地震発生時の強震動によるリスク評価の他，長

周期地震動や津波によるリスク評価を統一して実施することを目的として，震源モデル

の在り方について検討した。コンピュータサイエンスについては，ランダム入力に対す

る動的応答を多数回実施し，その卓越振動数等を分析することで，三次元構造の内部状
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態の推定性能を向上させうると期待されるが，その解析コストを削減することを目的と

して開発した，「CPU と GPU を連成させ，シミュレーション内で生成される過去時間ステ

ップにおける解析結果を学習しつつ，有限要素解析のカーネル部分の稠密化を行う手法」

を三次元地盤構造の構造推定に適用し，その推定性能について検討した。災害リスク情

報・ステークホルダ参画に関しては，これまでに構築してきた南海トラフ地震の震源モ

デル・強震動予測モデル・表層地盤増幅率の組み合わせをもとに作成した地表速度のば

らつきのモデルの中で，行政が実施する地震動推定，研究者が新たに実施する地震動推

定結果の位置づけを Web 上で簡易に評価，見える化を行うことが可能なシステムの構築

を行った。 

 

（２）特定型（その１） 

「巨大地震・津波を起因とする火災リスク評価の高度化」では，以下の成果が得られ

た（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02],秋月, 2024a，秋月, 2024b，Akizuki, 2024， 

Akizuki et al., 2024，秋月, 他, 2024，秋月, 山口, 2024，北後, 2025，川村, 他, 

2024，西野, 2024，西野, 2025，大江, 他, 2024，吉田, 他, 2024）。 

地震火災・津波火災のリスク評価手法の高度化に関し，石川県・富山県・新潟県の消

防本部にアンケート調査を行い，2024 年能登半島地震に伴う個々の火災の正確な情報を

収集した。この火災記録を分析し，次のことを明らかにした。（１）今回の地震で発生し

た 12 件の地震動起因の建物火災のうち，発火源が不明な２件を除けば，大半は電気器具・

電気設備や電気配線を発火源とする火災で，その他は石油ストーブや工場の溶融金属な

どを発火源とする火災であった（図１）。電気関連の火災が多いという点については，過

去 30 年間に日本で発生した地震火災の傾向と同様である。（２）火災記録を用いて人口

一人あたりの出火確率と地震動強さ指標の統計的な関係（以降では，出火モデルと呼ぶ）

を推定した（図２）。（３）今回の地震で発生した２件の津波火災の発生要因を 1993 年

北海道南西沖地震や 2011 年東北地方太平洋沖地震のデータと合わせて見ると，建物や自

動車を大量に流失させるような強い津波を受けた地域では，津波ガレキが火災の発生に

強く関与するが，建物や自動車がさほど流失しない弱い津波を受けた地域では，主に浸

水した建物や自動車の電気系統（電気部品・電気設備や電気配線）が火災の発生に関与す

る。（４）ある地域における津波火災の出火確率は，その地域の建物流失率の関数として

表現され，平均では浸水建物１万棟あたり約２件から約６件まで変動する。また，2014 年

に国土交通省の調査検討会から報告された F43 断層モデルを用いて，輪島市中心部を対

象に地震火災リスク評価を行った結果，（１）今回の地震の焼失棟数（約 240 棟）はリス

ク評価結果の条件付き超過確率 1.9%に相当し，想定される火災被害の中でもかなり大き

なクラスに相当すること，（２）焼失確率の相対的に高い建物が集中する範囲がいくつか

浮き彫りになり，今回の地震で焼失した範囲はそれらの一つと概ね対応すること（図３），

が分かった。 

地震後火災リスク軽減のための積極的避難誘導照明の有効性に関する研究について，

実験空間の被験者観察位置での輝度分布を測定し，煙濃度や照明条件に応じて視野平均

輝度や誘導灯との輝度対比の変動を把握した。また誘導灯や積極的誘導照明の光量が白

煙に散乱することで，避難口誘導灯のピクトグラムが見にくくなることを輝度差の変化

で捉えられることを示した。手すり位置に積極的誘導照明を配置する際，光源輝度
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800cd/m2 では散乱成分が多すぎて前方の誘導灯が識別しうる輝度対比を維持できないこ

とを把握し，積極的誘導照明の設置の際には光量や配置が重要となることを示した。さ

らに現在消防法施行規則で規定されている誘導灯の輝度値では濃煙下では識別できない

ことを，観察位置と輝度対比の関係で示した。現在光源として使用されている LED は消

費電力が非常に低いため停電時に一定時間点灯させるバッテリー容量も小さくすむこと

を考慮すると，規定値の見直しを行うべきであることを示した。 

地震火災の発生を抑制する出火パターン別に見た対応行動モデルの策定について以下

のことが分かった。大規模火災が発生したのは輪島市中心部の日本海沿岸で，ハザード

マップでは津波浸水地域となっており，周辺住民の約７割は地震直後に津波を恐れて避

難している。出火した住宅の住民も地震直後に避難しており，火災覚知の遅れに繋がっ

たと考えられる。他方で LP ガスの元栓をしめる，電気のブレーカーを落とす，火の元の

確認や始末をしたのは２～３割程度であった。なお，地震直後の使用していた火気への

対応は，1995 年の阪神・淡路大震災の時の住民の対応とほぼ同じであり，津波避難によ

る影響は見られなかった。火災を知った時の行動については，「火の様子を見ていた」，

あるいは，「何もしなかった」が非常に多く，次いで火災現場へ向かったのは約 15％，

下敷きになった人の救助をしたのは約 7％あるが，延焼防止の活動はほとんど行われてお

らず，阪神・淡路大震災と大きく異なる。津波避難で遠くに離れていたことによる影響が

大きいといえる。 

 

（３）特定研究（その２） 

「地震ハザードにおける地下構造の影響の定量的評価の研究」では，以下の成果が得

られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC03]，南方, 他, 2024，野口, 香川, 他, 

2024，野口, 佐々木, 他, 2024，野口, 吉田, 他, 2024，高柳, 他, 2024，竹中, 他, 

2024，Thinzar Yadanar et al., 2024，Thinzar Yadanar et al., 2025，上林, 赤澤, 

他, 2024，上林, 岩田, 他, 2024，山田, 竹中, 2024,）。 

徳島県美馬市，鳥取県鳥取市の地すべり地域，三野断層近傍にて微動探査と重力探査

を実施した。微動探査の結果より，地すべり地域では滑落崖やその周辺で H/V の形状や

卓越周期が変化すること，三野断層近傍では断層線上やそのごく近傍で破砕帯の影響と

みられる H/V の卓越周期の変化や水平動成分の異方性があることが確認できた。また，

地すべりの移動体と滑落崖の境界，断層のごく近傍でＳ波速度構造が急変することがわ

かった。重力探査の結果より，地すべり地域内に地質の不均質性を反映した低重力異常

域，断層の褶曲運動に伴う高重力異常域と断層破砕帯の影響を反映した低重力異常域が

確認できた。また，強震観測網の波形記録とそのスペクトルインバージョンの結果を利

用した自己相関関数解析によって観測点直下の地盤の疑似的な反射プロファイルを求め

る手法を開発し，それを岡山県内にある自治体の震度計観測網（岡山県震度情報ネット

ワーク），気象庁の震度観測点と防災科学技術研究所の K-NET，KiK-net などの稠密な強

震観測点と岡山県周辺の K-NET，KiK-net 観測点で観測された地震の波形に適用した。そ

の結果とボーリングデータをもとに岡山県内の沖積層と洪積層の境界，続く洪積層と新

第三期以前の層（工学的基盤相当）との境界の深度分布を推定した。さらに，2024 年能

登半島地震で震度７を観測した志賀町富来町香能(ISK006)と領家(JMA914)の２か所にお

いて微動アレイ探査を実施し，観測データを取得した。ISK006 ではレイリー波を用いて，
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JMA914 ではレイリー波とラブ波の両方の位相速度を求め，約 5～30Hz で両方を満足する

ような速度構造モデルを推定した。速度構造モデルの推定を試み，推定誤差の分布がラ

ブ波・レイリー波で異なることが示された。さらに位相速度とレシーバー関数を同時に

解析する方法を検討し，取得したデータに対する適用を試みている。また，近畿地方に展

開されている関西地震観測研究協議会や防災科学技術研究所 F-net などの記録を用い，

周期約 10～50 秒の表面波を用いて，レイリー波およびラブ波位相速度を推定した。推定

した位相速度と地殻構造モデルから計算される理論位相速度との比較では，誤差の範囲

内で両者が一致した。一方，京都盆地と花折断層帯を対象に，盆地端部等で地震基盤が不

整形となっている場所を含む地盤構造モデルを考慮した地震動シミュレーションにより，

定量的な地盤増幅特性を評価するために，盆地端部からの距離や盆地深さに応じたばら

つきを評価する方法について検討した。その結果，計算領域全域では，既往の地震動予測

式のばらつきと大きな違いがないことが分かったものの，盆地内の詳細な比較について

まだ検討が不十分である。 

 

２．一般課題型研究 

（１）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化 

「岩盤崩壊－河道閉塞－堰止湖決壊による複合連鎖災害の発生場予測: 斜面地形発達

史の理解に基づくハザード評価」では，直近に地震および豪雨による甚大な被害のあっ

た能登半島での発災実態に関する踏査を行い，地盤構造の解析や物理化学分析のための

試料採取を進めるとともに，デジタル地形情報に基づく崩壊発生場の空間解析を行った。

これにより，地形条件や風化帯の構造と物性が斜面変動に与える影響が明らかになりつ

つある。また，西南日本外帯や中部山岳域における地形構造を解析し，隆起に対する応答

としての地形発達の途上における不安定斜面の出現を検討した。河川の下刻による斜面

の下部切断と起伏量の獲得が岩盤崩壊の素因となる過程についてモデルによる定量化を

試みた。またそうした地形の進化に要する時間スケールを推定するため段丘の年代測定

や斜面の削剥速度の推定を行った。（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC05]，Matsushi, 

2024a, Matsushi, 2024b, 松四, 2024a, 松四, 2024b, 松四, 2025）。 

「既存在来木造建物に大きな被害を引き起こす地震動の発生要因に関する研究」では，

以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC08]）。 

耐力が高い建物を対象とした検討を行うために，簡易な振動実験を行うことにより地

震動の破壊力を測る箱形試験体として，壁量の多い試験体の開発，検証を行った。その結

果，壁量の多い試験体も実大試験体と同様の復元力特性を再現でき，壁量が多いほど，最

大耐力時の変形など靱性能が小さくなることを確認できた。ここで，箱形試験体の外観

を図４に示す。壁が入る中央の４パネル全てに筋交が入っている（これまでは４パネル

のうち２パネルのみに筋交）。入力地震動は，既存建物を想定して，2003 年宮城県沖の

地震の JMA 大船渡 50%を入力した後，耐力が低い建物に大きな被害を与える１～２秒よ

り短い 0.5～１秒という成分が大きい 2016 年熊本地震の KiK-net 益城 EW 成分を 107%に

拡大して入力した。試験体は，まずホールダウン（HD）金物を締めた状態で地震動を入力

し，その後，補修，具体的には，中央の壁構面の筋かいの向きを変えて再設置し，HD 金

物を緩めて入力した。即ち，耐力が高い試験体の２レベルのデータを得ることができた。

補修後の写真を写真１に，補修前後の荷重変位関係を図５～６に示す。また，これまでの
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耐力が低い試験体と最大耐力時の塑性率を比較して図７に示す。建物の耐力（降伏ベー

スシア係数）が大きくなるに従って，最大耐力時の塑性率，即ち，靱性能が低下している

傾向を確認することができた。 

「高精度な地盤増幅特性評価のための多様な地盤構造調査結果の統合化に関する共同

研究」では，以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC10]，神野, 他, 

2024, 津野, 他, 2024, 神野, 他, 2025）。 

輪島市街地を対象に余震観測を実施し，さらにこれらの観測点周辺で微動観測を実施

し，対象地域の地盤震動特性について検討した。余震観測は，平野全体をカバーし，地盤

震動特性の変化を把握できる高密度なアレイ配置を念頭に，市街地の東側を流れる河原

田川に沿った測線とそれにおおよそ直交し ISK003 と JMA 輪島を結ぶ測線，西側を流れる

鳳至川に沿った測線とそれに直交する２つの測線の計５つの測線を設け，合計 30 点で行

われた。観測点の間隔は 50～800m 程度であった（図８）。余震観測期間中に観測された

2024 年 11 月 26 日 22:47 の石川県西方沖の地震（Mj6.6）の速度波形によると，被害が大

きかった市街地北部の ISK003 から JMA 輪島を結ぶ測線の周辺の観測点の最大速度は，比

較的標高が高い地域や ISK003 の近傍などの他の地点に比べて大きく，加えて後続波の振

幅も大きく，継続時間も長くなることが明らかになった。さらに，いくつかの余震観測点

において，ISK003で共通して記録が得られた地震のＳ波 Transverse成分を対象に，ISK003

の記録とのスペクトル比の観測点ごとの平均を求めた。被害が大きかった地域では，周

期 1Hz 付近に明確なピークが見られた。一方，市街地の南側の地域では 3～6Hz にピーク

を持ち，2Hz よりも低周波数側では倍率は１以下となり，ISK003 に近接する点では増幅

率が１程度以下になるなど，平野全体での地盤増幅特性に大きな変化があることが明ら

かになった。 

余震観測点の周辺において浅部の地盤構造を推定するために微動アレイ観測を行った。

河原田川に沿った測線とそれに直交する測線の観測点における微動アレイ観測（正三角

形の辺長を 6m，3m とした７点アレイ）によると，被害の大きかった地域における高周波

数側の帯域の位相速度は 100m/s 程度で，本観測で検出された位相速度はほぼ平坦なもの

であり，表層は非常に軟弱であることが想定された。一方，それ以外の観測点は，高周波

数側の位相速度は被害が大きかった地域よりも速い地点が多く，本観測で位相速度が検

出された周波数範囲内で位相速度が増加する様子も見られるなど，平野内の表層地盤に

も様々な変化があることが分かった。ISK003 のごく近傍では被害が全く生じていなかっ

たが，西側や北西側に 100～200m 程度離れると甚大な被害が生じていた。これは本震時

の地震動が ISK003 とその周辺で異なっていたことを示唆している。そこで，ISK003 を通

る南北測線と ISK003 から JMA 輪島に向かう東西測線の２つの測線を設け，単点微動観測

を行った。観測点間隔は 60～100m 程度であった。両測線とも H/V スペクトル比の形状は

系統的に変化しており，特に被害が大きかった地域は 1Hz 付近で非常に明確なピークを

持ち，H/V スペクトル比の特徴と建物被害は概ね良い対応を示した。 

「1894 年庄内地震の詳細な建物被害分布に基づく地震動特性評価手法に関する研究」

では，以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC11]，石瀬, 他, 2024，

石瀬, 他, 2025, 松島, 他, 2024, 山本, 他, 2024a, 山本, 他, 2024b, 山本, 他, 

2025）。 

複数点における微動観測をおこない，表層地盤による地盤増幅特性を推定するための
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データ収集を行った。アレイ微動観測は中サイズの計９地点，小サイズの 11 地点の計 20

地点で Rayleigh 波位相速度を求めた。アレイの形状は原則，一辺が 135m，45m，15m，5m，

2m である正三角形とした（１アレイのみ別形状）。単点微動観測は主として東西方向に

７測線，南北２測線で間隔が狭い所では 1km 間隔，広い所では 2km 間隔で観測点を配置

した（図９）．また，測線間を補完するように測線内外で単点微動観測を行い，アレイ観

測点中心点と臨時強震観測点と合わせて計 132 地点となった。観測には主に加速度地震

計 SMAR-6A3P と JU410 を用いた。サンプリング周波数は 200Hz とし，単点観測では 30 分

以上，アレイ観測では大きさに応じて 10 分から２時間の計測を行った。微動水平上下ス

ペクトル比（MHVR）については盆地構造に起因する方位依存性や卓越周期の変化を期待

したが，空間的傾向を明確には確認できない地点が多く存在している。特に，ピークがほ

とんどみられない上に，高振動数域で振幅比が１を下回るような地点もあり，通常盆地

内で観測される MHVR とは異なる様相を呈している。観測で得た MHVR と Rayleigh 波位相

速度をターゲットにインバージョンを行い，観測結果と理論が合致する地下構造を同定

した。推定した地下構造から地盤増幅率を計算し，1.0Hz での増幅率分布が 1894 年庄内

地震の被害分布とよく対応することが分かった。 

一方，庄内地震の被害に関する史資料を整理し，これらをデジタルデータ化した。被

害記録は大字ごと（酒田町と松嶺町は町丁ごと）に残されており，それぞれの大字，およ

び町丁の代表地点の位置情報を付与した。GIS を活用した当該地震被害（家屋被害，これ

に基づく震度分布，一戸あたりの死者数）の分布を可視化した。その結果，家屋全壊率が

高い地域では１戸当たりの死者数も多くなる傾向がみられるが，平野の中央部ではその

傾向が弱まることから，家屋倒壊率が高く，死者数も多い松嶺町の至近距離に 1894 年庄

内地震の震源断層が存在することが示唆された。 

 

（２）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化 

「日本近海における津波発生要因の多様性を考慮した沿岸地形による波高増幅機構の

理解に向けて」では，2023 年鳥島近海津波の津波生成要因の素過程，2022 年トンガ噴火

津波の振幅増幅のメカニズム，2024 年能登半島地震による津波の特性など，主に津波生

成および海洋での伝播過程に着眼した研究調査を進め，以下の成果が得られた（拠点間

連携共同研究[課題番号：CTOC04]，千田, 他, 2024, Kubota, et al., 2024, Miyashita, 

et al., 2025, Muhammad, et al., 2024, 宮下, 他, 2024, 三反畑, 久保田, 2024, Sandanbata 

and Saito, 2024, Sandanbata and Saito, 2025, 三反畑, 他, 2024, Sandanbata, et al., 

2024, Sandanbata, et al., 2025, Shirai, et al., 2024, Takemura, et al., 2024, 錦田, 

2024，Yuhi, et al., 2024a, Yuhi, et al., 2024b）。 

津波生成要因の素過程の研究として，日本沖合の津波観測網 S-net および DONET の海

底圧力計記録を解析し，14 回繰り返し発生した津波それぞれの初期波源（海水面鉛直変

位）分布を推定した。その結果，孀婦海山付近に確認された海底カルデラの周辺で繰り返

した海水面を隆起させるような現象が繰り返したことが示され，海底カルデラでの火山

活動に伴って津波が生成したことを提案した（Kubota et al., 2024）。また，津波発生

イベントに伴って強い水中音波が観測されていたが，水中音波記録の解析および数値計

算でのモデリングを行い，これらの現象が海底下 0.5km よりも浅い場所で発生したこと

を明らかにした（Takemura et al., 2024）。一方で，海底火山活動起因の津波生成過程
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の研究として，小笠原諸島・北硫黄島カルデラで 2017 年と 2019 年に発生した火山性地

震の震源過程を調べた。震源から約 1,000km 離れた DONET の海底圧力計記録から振幅 1

〜2mm の極小津波を高精度に検出し，その波形解析によって北硫黄島カルデラで数年ごと

にトラップドア断層破壊が発生し，カルデラ隆起が繰り返し起きていることを確認した。

また，2017 年と 2019 年の断層破壊が異なるセグメントで発生したことで，明瞭に異なる

津波波形が観測され，カルデラ内断層が複数セグメントに分かれており，マグマ蓄積に

よってそれらが交互に破壊することで断層破壊および津波発生が高頻度に繰り返す可能

性を提案した（Sandanbata & Saito, 2024）。 

津波伝播過程における増幅機構の研究としては，奄美大島を含む南西諸島に着目した

気象津波の計算を行い，噴火時に放出された大気重力波を想定した 0.5hPa 程度の微気圧

波で 1m 程度の振幅を再現できることを示した。複数条件での数値実験の結果，奄美での

増幅には海嶺等の深い海域での地形が大きく寄与した可能性があることを示した。また， 

2024 年能登半島地震で飯田港に来襲した津波の波状段波に関して，深海域における波数

分散効果が浅海域の段波生成に及ぼす影響を調査した。波源域から分散を考慮すること

で浅海域における段波出現が 1km ほど陸に近づき，それによって防波堤に作用する津波

波力が大きくなる可能性を示した。さらに，既往研究で提案されている段波化指標を使

うことで水深 200m 程度の位置の津波振幅から浅海域の段波出現を簡易に予測できる可能

性を示し，令和 6 年能登半島地震津波調査グループの一員として津波被害に関する調査

結果をとりまとめた（Yuhi et al., 2024a, Yuhi et al., 2024b）。 

「建物被害と後発地震への応答予測に地盤特性の時空間変化が与える影響の分析」で

は，以下の成果を得た（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC07], Inoue et al., 2024）。 

地震観測データを使用して既往の研究による評価フローに基づき病院室内被害を推定

するシステムを開発した。病院室内被害指標は A～D の４段階である。機器が動き出す PFA

の 150cm/s2，転倒が生じ始める PFA の 400cm/s2，移動により機器同士が衝突し転倒が増

える CA150 の 300cm/s2･s を閾値とした。医療継続性の判定については，設置機器の種類

や配置状況に応じて異なるため条件に応じて判定することを基本とするが，PFV が

100cm/s を超えるような場合にはランク D とする。ただし，被害ランク B～D の場合にお

いても，機器が移動および転倒しない措置や床免震など特別な対策が施されている場合

はこの限りではない。2024 年 12 月に開催された京大病院の災害訓練では，花折断層を震

源とした模擬地震動を入力して室内被害を計算し地震観測網のウェブサイトに表示した。

また地震観測網に新たに京都医療センターを追加し，地震計を設置するとともに微動観

測により振動モードを同定した。一方，2023 年度に構築した地盤－建物連成系モデルを

利用して，軟弱地盤における基礎建物の応答と自由地盤応答の差異を評価した。具体的

には，地震観測建物の基礎形式および規模を参照して，3D-FEM により建物基礎に対する

地盤抵抗（基礎インピーダンス）を評価し，基礎インピーダンスを利用したスエイ－ロッ

キングモデルによる地盤－建物連成系の動的相互作用解析を実施することによった。そ

の結果，建物基礎で観測された記録から自由地盤の地表面応答をある程度合理的に算出

できることを示した。2024 年７月に実施した能登半島地震後の病院訪問調査（８病院）

において，病院敷地および建物の微動観測を実施し，病院から報告を受けた被害と地盤

特性や建物特性の相関について分析を進めている（図 10）。 

「震度の世界動向と即時性を有した真の強震動を反映した指標のあり方の検討」では，
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以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC09]，中澤，他, 2024, 汐

満，他, 2024, 亀井，境, 2024）。 

はじめに，建物の大きな被害が想定される高震度では建物の全壊・大破と相関の高い

周期 1～1.5 秒，低震度では人体感覚や物品の動きといった中小被害と相関のある 0.1～

1 秒の弾性加速度応答を用いて，日本の震度階級を応答スペクトルから計算する式を構築

した。次に，日本の震度階級と MM 震度階の説明文を対応付けることで，応答スペクトル

を用いた MM 震度階の算定フローを図 11 のように定めた。表１に，過去の様々な強震記

録と強震観測点周辺の被害状況，MM震度階を示す。表１のうち推定した被害率である 1999

年台湾集集地震を除き，建物棟数が 100 棟以上の観測点を対象に MM 震度階による被害関

数と実被害率の関係を図 12 に示す。PGA，PGV に基づく既存の算定式（図 12(a)）では実

被害率の大きな観測記録でも震度が 10 以下であるが，提案する算定法（図 12(b)）では

実被害率の大きな観測記録のいくつかで MM 震度階を 10 と判定できており，海外の強震

記録の破壊力を MM 震度階という国際的な指標で表現することが可能となった。 

 

（３）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化 

2024 年度は，本研究課題に関する研究課題は実施されなかった。 

 

（４）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究 

「令和６年能登半島地震の震源域の強震動特性が建物被害に及ぼした影響の解明」で

は，以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC06], 川瀬，他, 2024a，

川瀬，他, 2024b）。 

地盤の微動観測とそのデータを用いた強震動特性の評価に関し，大被害地域での建物

被害と地盤特性の関係を把握すべく，強震観測地点（K-NET，Kik-net，JMA）13 地点に，

空間的補完を考慮した 12 地点を加えた合計 25 地点で得られた微動から，微動水平上下

スペクトル比（MHVR）を計算し，既往の手法で擬似地震動水平上下スペクトル比（pEHVR）

を計算した。その上で，既往研究による上下動補正係数（VACF）を乗じることにより，擬

似サイト増幅特性（pHSAF）を計算した。その結果，建物被害が大きかった地点周辺の観

測地点の pHSAF は，概ね，やや短周期（周期１秒付近）の成分が大きいことが分かった。

他方，被害が大きくなかった能登町内の，強震観測地点以外に追加した微動観測地点で

は，pHSAF のピーク振幅も輪島市内のそれと比べると低くなっていた。これらのことから，

建物被害の高さと地盤の増幅特性の相関が示唆される。 

一方，観測本震記録からの基盤入射波の逆算に関しては，上述した pHSAF を用いた剥

ぎ取り解析を見据え，強震観測地点において既往のスペクトルインバージョン手法で得

られたサイト増幅特性を用いて基盤波の計算を行った。 

 

これまでの課題と今後の展望 

2009 年～2013 年度に実施された「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」まで

の，地震予知計画を起源とする地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予

知のみを目標とし，それにより地震や火山噴火による災害の軽減が達成できると考えら

れていたが，平成７年（1995 年）兵庫県南部地震や平成 23 年（2011 年）東北地方太平

洋沖地震により地震・火山観測研究計画により得られた研究成果は災害の軽減への貢献
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が限定的であることが判明した。このことから，2014 年度から開始された「災害の軽減

に貢献するための地震火山観測計画」から地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研

究を新たに組織的・体系的に進める方針に大転換した。「災害の軽減に貢献するための地

震火山観測計画（第２次）」に続き，今年度から開始した「災害の軽減に貢献するための

地震火山観測計画（第３次）」でも引き続き，地震学や火山学を中核としつつも，災害や

防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推

進することになり，主に全国の工学，人文・社会科学の分野の研究者が拠点間連携共同研

究を推進してきた。 

拠点間連携共同研究の重点推進研究は，「巨大地震のリスク評価の不確実性に関する

パラダイム構築の推進」を主要テーマとして推進し，総括研究において震源から被害予

測及びそのステークホルダへの伝達までを一貫して行い，さらにステークホルダとの協

働の成果をフィードバックすることで，研究の方向性を議論している。また，総括研究に

おいて見いだされた課題や新たな展開を特定型において掘り下げて詳細に検討するとと

もに新しい技術や考え方について検討し，その成果を総括研究にフィードバックすると

ともに，さらに総括研究で新たに出た課題を特定型で掘り下げる，という循環により研

究の高度化を目指している。 

今後は，重点推進研究の中での循環による研究を進めることと並行して，一般課題型

研究で提案され，実施されてきた研究課題による成果や手法などを取り込む枠組みを構

築することで，災害の軽減に貢献するための研究を高度化しながら継続し，高度化した

成果を供出することを目指す。また，最近の地震後の災害では，地震発生にともない災害

誘因は強震動に留まらず，津波，地盤変状，地すべり，火災，浸水などが相互に影響を与

えたり，これらが連鎖的に起こったりするような，マルチハザードに対する災害リスク

を評価することの重要性が明らかとなっている。さらに，地震発生前後の降雨状況が地

盤変状や地すべりに与える影響は大きく，地震時の災害リスクを評価する上で重要とな

っていることも明らかとなっている。このため，これらのマルチハザードによる災害リ

スク評価を行うためにはより広範な研究領域の研究者と協働することと，災害の軽減の

ための対策を考えるそのためには，実際に被害を受ける構造物や社会システムに直接携

わっている工学，人文・社会科学の分野が理学分野の成果を咀嚼して活用出来るような

体制を整える必要がある。反対に，理学分野が工学，人文・社会科学の分野で成果を出す

ために必要なことを理解し，それに沿った研究方針を立案したり，研究成果をアウトプ

ットしたりすることが重要となる。つまり，観測計画において，これまでの理学的な観測

網の維持のみならず，工学，人文・社会科学の研究の発展に必要な観測計画の立案が必要

になると考えられる。 
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表１．過去の様々な強震記録と強震観測点周辺の被害状況，MM震度階（拠点間連携共同研究[課題

番号：CTOC09]）。 
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図１．地震動に起因する火災の発火源の内訳（Nishino(2023)に加筆）（2024年能登半島地震を含

む近年の主要７地震について）（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02]） 

 

図２．人口一人あたり出火確率と地震動強さ指標の統計的な関係（Nishino(2023)に加筆）（2024

年能登半島地震を含む近年の主要７地震について）（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02]） 
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図３．F43断層モデルを用いた地震火災リスク評価から得られた輪島市中心部の一棟一棟の建物

の焼失確率と今回の地震の焼失範囲の関係（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02]） 

 

図４．地震動の破壊力を測る箱形試験体の概要[課題番号：CTOC08]） 

   

図５．補修前試験体により得られた荷重変位 図６．補修後試験体により得られた荷重変位 

 関係（拠点間連携共同研究[課題番号： 関係（拠点間連携共同研究[課題番号： 

 CTOC08]） CTOC08]） 
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図７．降伏ベースシア係数と最大耐力時の塑性率の関係[課題番号：CTOC08]） 

 

図８．輪島市における余震観測点分布[課題番号：CTOC10]） 
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図９．庄内平野で微動観測を実施した観測点配置（Google Mapに加筆）（青：東西，南北測線，

緑：狭間隔測線，黄色：臨時地震観測点）[課題番号：CTOC11]） 

 

図10．能登半島地震後の病院微動観測結果[課題番号：CTOC07]） 
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図11．応答スペクトルを用いたMM震度階の算定フロー[課題番号：CTOC09]） 

 

図12．MM震度階の被害関数と実被害率の対応（(a)既存の算定式，(b)応答スペクトルに基づく提

案手法）[課題番号：CTOC09]） 
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写真１．補修後試験体の最終破壊性状[課題番号：CTOC08]） 

 

 


